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1. 調査団員・氏名 

1-1 現地調査 1（2011 年 1 月 8 日～2 月 4 日） 

担当 氏名 所属 

総括 加藤正明 JICA ケニア事務所所長 

計画管理 菅原美奈子 
JICA 人間開発部基礎教育グル

ープ基礎教育 2 課 

業務主任/建築計画 川添 健治 （株）マツダコンサルタンツ 

建築設計 井口 博之 （株）マツダコンサルタンツ 

設備計画/環境社会配慮 1 兵藤 要 （株）マツダコンサルタンツ 

施工計画/積算 高木 政一 （株）マツダコンサルタンツ 

教育計画 伊藤 美保 インテムコンサルティング（株） 

機材・調達計画 玉木 智宏 インテムコンサルティング（株） 

1-2 現地調査 2（2011 年 5 月 21 日～6 月 1 日） 

担当 氏名 所属 

総括 加藤正明 JICA ケニア事務所所長 

計画管理 菅原美奈子 
JICA 人間開発部基礎教育グル

ープ基礎教育 2 課 

業務主任/建築計画 川添 健治 （株）マツダコンサルタンツ 

建築設計 井口 博之 （株）マツダコンサルタンツ 

設備計画/環境社会配慮 1 兵藤 要 （株）マツダコンサルタンツ 
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2. 調査日程 
2-2 現地調査 1 

総括 計画

管理

業務主任/
建築計画(PM)

設備設計

環境社会配慮

建築設計 施工計画/

積算

教育計画 機材・調達計画

1 1月8日 土 ・成田-ドバイ（EK319）

2 1月9日 日 ・ドバイ-ナイロビ（EK719）

・調査準備

3 1月10日 月 ・QS打合せ ・PMと同行

・JICA打合せ

・CEMASTEA打合せ（インセプション説明、要請内容確認、資料回収）

4 1月11日 火 ・MOE打合せ ・PMと同行

・JICA打合せ ・NEMA打合せ ・資料整理

5 1月12日 水 ・MOPW打合せ ・再委託契約の準備 ・PMと同行 ・資料整理

・建設業者ヒアリング ・Biobox打合せ ・PMと同行

・CEMASTEA打合せ（敷地状況） ・建材店調査

6 1月13日 木 ・CEMASTEA打合せ（研修・運営計画） ・簡易水質検査 ・単価調査票調整 ・PMと同行

・水道会社ヒアリング ・地質調査、現場指示

7 1月14日 金 ・測量会社打合せ ・MOPW（資料回収） ・既存施設・設備状況 ・QS打合せ ・VOBB

・CEMASTEA打合せ（資料回収） ・単価調査票調整 ・CEMASTEA

8 1月15日 土 ・成田発 ・資料整理 ・成田-ドバイ

9 1月16日 日 ・団内打合せ（コンサルのみ、1週間のまとめと確認） ・ドバイ-ナイロビ

・測量会社契約 ・資料整理 ・PMと同行 ・資料整理

・団内打合せ（官団員への報告と翌週の協議ポイントについて）

10 1月17日 月 ・JICA打合せ ・水質調査会社 ・測量、現場指示 ・単価調査票調整 ・CEMASTEA（機材協議）

・MOE/PSとの打合せ ・CEMASTEA ・建材店調査

11 1月18日 火 ・MOPW（消防協議） ・水質、現場指示 ・設備と同行 ・PMと同行

・GIBBヒアリング ・設計事務所打合せ ・排水プラント視察

12 1月19日 水 ・類似施設調査（Thogoto PTTC） ・単価調査票配布 ・PMと同行

・設備材調査 ・施工計画に同行 ・建材店調査

13 1月20日 木 ・JICA打合せ ・KPLCヒアリング ・CEMASTEA打合せ（厨房機材）

・MOE打合せ（ミニッツ協議） ・地質調査、中間打合

14 1月21日 金 ・ミニッツ署名 ・GIBBほか ・既存設備調査 ・CEMASTEA打合せ（研修支援機材）

・排水処理プラント視察 ・KPLC協議 ・PMと同行

15 1月22日 土 ・資料整理 ・代理店（厨房機材）

・ナイロビ発

16 1月23日 日 ・団内会議

・成田着 ・資料整理

17 1月24日 月 ・建材店調査 ・既存設備調査 ・建材店調査 ・CEMASTEA打合せ（数学教材）

18 1月25日 火 ・類似施設調査（KEMRI） ・CEMASTEA（生物）

・CEMASTEA打合せ（インフラ、設備関係） ・KPLC協議 ・MOPW、KEBS ・CEMASTEA打合せ（化学教材）

19 1月26日 水 ・建材店調査 ・MOPW ・代理店調査

・建材店調査 ・単価調査

20 1月27日 木

21 1月28日 金 ・計画案作成 ・建材店調査

22 1月29日 土 ・CEMASTEA施設・周辺状況 ・PMと同行

23 1月30日 日 ・計画案作成

・団内会議

24 1月31日 月 ・KPLC協議 ・KEBS ・代理店調査

・建材店調査 ・建材店調査 ・単価調査

25 2月1日 火 ・計画案修正 ・NEMA打合せ ・建設現場視察

・テクニカルノートなど ・建材店調査

26 2月2日 水 ・MOPW打合せ（建築基準について）

・CEMASTEA/MOE 終協議（テクニカルノート）

27 2月3日 木 ・JICA報告 ・PMと同行

・建材調査（木製品、鉄骨、ほか）

・ナイロビ-ドバイ（EK720）

28 2月4日 金 ・ドバイ-成田（EK318）

官団員 コンサルタント団員

・CEMASTEA（教育事

情）

・CEMASTEA打合せ（要請内

容、背景）

・地質調査会社、面

談・打合せ

・ナイロビ

着

・CEMASTEA打合せ

（研修内容、施設）

・CEMASTEA打合せ（事業工程、環境関連、

施設コンポーネント）

・CEMASTEA打合せ（先方負担行為、設備仕

様、インフラ）

・CEMASTEA打合せ（計画案、環境配慮、設

備計画）

・CEMASTEA打合せ（妥当性に

係る協議）

・ナイロビ-ドバイ

（EK720）

・ドバイ-成田（EK318）
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2-2 現地調査 2 

総括
計画

管理

業務主任/
建築計画(PM) 設備設計

環境社会配慮
建築設計

1 5月21日 土 ・成田-ドバイ（EK319）

2 5月22日 日 ・ドバイ-ナイロビ（EK719）

・調査準備

3 5月23日 月 ・資材調査

・地質調査会社

4 5月24日 火 ・ナイロビ着 ・CEMASTEA打合せ（機材仕様の確認、給水事情）

・ステークホルダー協議 ・資材調査

5 5月25日 水 ・CEMASTEA打合せ（事業実施、先方負担事項） ・EMP協議 ・資材調査

・通信会社

6 5月26日 木 ・MOPW打合せ ・EMP協議 ←PMと同行

・水会社

7 5月27日 金 ・CEMASTEA打合せ（環境管理計画、運営費、先方負担事項） ・機材調査

・水会社

8 5月28日 土 ・書類整理

9 5月29日 日 ・書類整理

10 5月30日 月 ・MOE打合せ（ミニッツ協議） ・環境関連補足調査 ・建材調査

・ミニッツ署名

11 5月31日 火 ・報告書作成 ・AICAD視察

・ナイロビ-ドバイ（EK720）

12 6月1日 水 ・ドバイ-関空（EK316）

・関空-羽田（EK6253）

□略号

Biobox=排水処理プラント会社

GIBB=総合コンサルタント会社

KEBS=ケニア基準局

KEMRI=ケニア医療研究所

KPLC=ケニア電力公社

MOE=教育省

MOPW=公共事業省

NEMA=環境庁

PTTC=教員養成校

QS=積算士

VOBB=ベルギー援助機関

官団員 コンサルタント団員

・CEMASTEA打合せ（調査日程の確認、施設計画、環境配慮の

説明）

SMASE専門家との

打合せ
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3. 関係者（面談者）リスト 
教育省 

Prof. James L. Ole Kiyiapi 次官 
フィールドサービス局 

Mr. Kimathi M'nkanata 局長 
Mr. Garise B. Omara 副局長 
Mr. Nyamai Musyoka 副局長 
Mr. Charles Kanja 副局長代行 

財務局 
Mr. Patrick k. Njagt 副事務局長 
Mr. Pete Odurdo チーフ 

CEMASTEA（アフリカ理数科・技術教育センター） 
Prof. S. K. Katia 理事会会長 
Ms. Cecilia Ng'etich 所長 
Mr. Kithaka Njogu 副所長代行 
Mr. Patrick Kogolla プログラムコーディネーター 
Mr. Kihara Mwai 事務管理官 
Mr. Samuel U. Gachuhi 化学科事務長 
Mr. Mathenge J. K. 化学科教科長 
Mr. Chesire Beregge 物理学科事務長 
Mr. Ernest N'geny 物理学科教科長 
Ms. Nancy Nui 数学科事務長 
Mr. Matembo Lukongo 数学科教科長 
Ms. Mary W. Kariuki 生物学科事務長 
Mr. George Kiruja Kiria 生物学科教科長 

公共事業省 
Ms. Aidah N. Munano 上級監理建築家 
Mr. Patrick S. Wasike 上級監理建築家 
Mr. Fiki Mbiti 電気エンジニア 
Mr. H. Mwangi 機械エンジニア 
Mr. Wandolo Edward 建築家 
Mr. S. Kagwanja シビルエンジニア 
Mr. Mbui J. M. 電気エンジニア 
Mr. F. M. Wambua チーフ監理積算士 
Mr. Ro Ochieng チーフ監理建築家 

地方政府省 
Mr. Dominic N. Muchemi 建築家 

NEMA（環境管理庁） 
Ms. Maria EIA 担当 
Mr. Mwai  水質担当 

VVOB（開発協力・技術支援フランドル協会） 
Ms. Lut Laenen Fox カントリープログラム管理者 
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ソゴト教員養成校 
Ms. Roselinda Njokah 副校長 
Ms. Withaka Titus カリキュラム事務長 
Mr. Matsigulu Marsyden カリキュラム副事務長 
Mr. Francis Muthua SMASE 地域コーディネーター 
Mr. Joy Mulunda 地域トレーナー 

GIBB International（環境コンサルタント） 
Mr. Elizabeth Ndinya 環境部部長 
Mr. Alex M. Mutiso 環境コンサルタント 
Ms. Joyce Kirui アシスタントコンサルタント 

KEMRI（ケニア医学研究所） 
Mr. Japhet Mutegi 主席エンジニア 

ナイロビ市上下水道会社 
Mr.Kananda 管理者（技術部） 
Mr. Godfrey Masiude 地域管理者代行 

JICA ケニア事務所 
加藤正明 所長 
河澄恭輔 次長 
前川倫子 所員 
Mr. S. K. Kibe 教育コンサルタント 

SMASE（理数科教育強化計画）プロジェクトチーム 
長沼啓一 チーフアドバイザー 
又地淳 アカデミックアドバイザー 
田中規明 業務調整 
内山葉月 理科教育 
田口晋平 数学教育 

AICAD（アフリカ人づくり拠点） 
野坂治郎 チーフアドバイザー 
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4. 協議議事録（M/D） 

4-1 現地調査 1 
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4-2 現地調査 2 
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5. 参考資料 
番

号 
名称 形態 

オリジナ

ル・コピー 
発行機関 発行年 

国家予算書         

1 
2008/2009 Estimates of Recurrent Expenditure 
2008/2009 Estimates of Development Expenditure 

プリント コピー GoK 2008/06 

2 
2009/2010 Estimates of Recurrent Expenditure 
2009/2010 Estimates of Development Expenditure 

プリント コピー GoK 2009/06 

3 
2010/2011 Estimates of Recurrent Expenditure 
2010/2011 Estimates of Development Expenditure 

プリント コピー GoK 2010/06 

教育統計関連         
4 Education Statistical Booklet 2003-2007 書籍 オリジナル MoE   
5 Education Facts and Figures 2002-2008 ブックレット オリジナル MoE 2009/06 
6 EMIS DATA プリント コピー MoE   

7 2009 Kenya Population and Housing Census VolumeⅡ プリント コピー 
Kenya National 
Bureau of Statistics 

2010/08 

8 The Year 2008 KCPE Examination Report 書籍 オリジナル
Kenya National 
Examination Council 

  

9 The Year 2009 KCPE Examination Report 書籍 オリジナル
Kenya National 
Examination Council 

  

10 The Year 2008 KCSE Examination Report 書籍 オリジナル
Kenya National 
Examination Council 

  

政策         

11 KESSP II 2011-2015 (Draft) 
プリント/ 
電子データ

コピー MoE   

12 KESSP 2005-2010 本 オリジナル MoEST 2005/07 

13 
Sessional Paper No.1 of 2005 on A Policy Framework 
for Education, Training and Research 

本 オリジナル MoEST   

14 
Directorate of Policy, Partnerships and East African 
Community Affairs 

プリント コピー     

15 JFA (Joint Financial Agreement) Matters プリント コピー     

16 
National ICT Innovation & Integration Center (NI3C), 
(Concept Paper) 

電子データ コピー MoE/VVOB 2010/05 

17 Kenya Multi Annual Plan 2011-2013 電子データ コピー VVOB 2010/12 
18 教育省教職員給与表 プリント コピー TSC 2010/04 
CEMASTEA 関連         

19 Organisation Structure and Staffing for the CEMASTEA プリント コピー 
Office of the Prime 
Minister 

2009/02 

20 CEMASTEA Proposed Budget for FY 2011/12 電子データ コピー BOG, CEMASTEA 2011/01 

21 CEMASTEA からのプレゼンテーション資料 
プリント/ 
電子データ

コピー CEMASTEA   

22 CEMASTEA の Performance Contract 電子データ コピー CEMASTEA   
23 プロジェクト実施後の CEMASTEA 活動予定と時間割 電子データ コピー CEMASTEA 2011/01 
24 Training/Workshop Manuals 電子データ コピー CEMASTEA   
25 Activity Reports 電子データ コピー CEMASTEA   
26 M/E Reports 電子データ コピー CEMASTEA   
27 新研修プログラム向けのカリキュラム（トピックリスト） 電子データ コピー CEMASTEA 2011/01 
28 CEMASTEA Strategic Plan 電子データ コピー CEMASTEA   

29 
Handbook on Management of District SMASSE 
Programmes 

本 オリジナル CEMASTEA 2008/11 

法規         
30 The Building Code, 1968 冊子 コピー GoK 1968 
31 The Local Government Act 冊子 コピー GoK 1998(1986)
32 The Physical Planning Act 冊子 コピー GoK 1996 
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33 The Public Health Act 冊子 コピー GoK 1986(1972)
34 The Penal Code 冊子 コピー GoK 1985(1970)
35 The Traffic Act 冊子 コピー GoK 1993(1988)
36 The Work Injury Benefits Act 冊子 コピー GoK 2007 

37 
The Public Service Commission Regulations,1984  
(The Service Commissions Act) 

冊子 コピー GoK 1984 

38 
The Factories and Other Places of Work (Building 
Operations and Works of Engineering Construction) 
Rules, 1984 

冊子 コピー GoK 1984 

39 
The Factories and Other Places of Work (Fire Risk 
Reduction ) Rules, 2007 

冊子 コピー GoK 2007 

40 KLPDP: Karengata Local Physical Development Plan プリント コピー KLDA   
建築技術仕様・標準仕様         
41 General Specification For Building Works 書籍 オリジナル MoPW 1976 
42 BS8110:Structural use of concrete プリント コピー BSI 1997 

43 
BS6399-1,2,3: Loading for Buildings ( Dead and 
Imposed Load, Wind Load, Imposed Roof Load ) 

プリント コピー BSI   

44 KS02-26 現地風荷重の基準データ プリント コピー KEBS 1977 

45 
KS966:Code of practice for anti-termite measures in new 
buildings -Constructional measures 

冊子 オリジナル KEBS 1999 

46 
KS1002:Code of practice for anti-termite measures in 
buildings - Pre constructional chemical treatment 

冊子 オリジナル KEBS 1999 

47 
General specifications for structured cabling installation 
(1st edition 2008) 

プリント コピー MoPW 2008 

48 General specifications for lightening protection プリント コピー     

49 
Technical Instruction No.31 Protection of Buildings 
Against Lightning Strokes 

プリント コピー Nairobi City Council   

50 General specifications for wastewater treatment plant プリント コピー MoPW   

51 
General specifications for plumbing, drainage, portable 
fire extinguishers and hose reel system (1st edition 2008)

プリント コピー 
MoPW 

2008 

52 
General and Particular specifications for generator sets 
(1st edition 2008) 

プリント コピー 
MoPW 

2008 

53 
General specifications for PABX Installation works (1st 
edition 2008) 

プリント コピー 
MoPW 

2008 

54 
Standard specifications for mechanical ventilation and 
air conditioning systems (1st edition 2008) 

プリント コピー 
MoPW 

  

55 General electrical specifications (1st edition 2008) プリント コピー MoPW 2008 
建築積算         
56 Current Construction Costs Handbook 2008/2009 プリント コピー MoPW   

57 
Tender Document of "Proposed Erection and 
Completion of A New Hostel Building at Alliance Girls 
High School, Kikuyu" 

プリント コピー GoK 2008/02 

58 J.B.C. Price List プリント コピー 
The Joint Building 
Council 

2010/12 

59 Current Construction Costs in Kenya プリント コピー 
The Institute of 
Quantity Surveyors 

2010/12 

気象データ         

60 
Readings of Monthly Rainfall in Millimetres - Station: 
Dagoretti Corner(2004-2010) 

プリント コピー 
Kenya 
Meteorological 
Department 

  

61 
Extreme 24 hrly Wind Speed - Dagoretti Corner Met. 
Station (2007-2009) 

電子データ コピー 
Kenya 
Meteorological 
Department 
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6. その他資料・情報 
6-1 環境チェックリスト 

分

類
環境項目 主なチェック事項

Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮

（Yes/Noの理由・根拠、緩和策等）

（1）
EIAおよ

び環境許

認可

（a） 環境アセスメント報告書（EIAレポート）

等は作成済みか。

（b） EIAレポート等は当該国政府により承認さ

れているか。

（c） EIAレポート等の承認は付帯条件を伴う

か。付帯条件がある場合は、その条件は満たされ

るか。

（d） 上記以外に、必要な場合には現地の所管官

庁からの環境に関する許認可は取得済みか。

（a）Y
（b）Y
（c）Y
（d）N

（a）2010年2月提出済み

（b）2010年4月23日取得済み

（c）前項ライセンスに記載がある。

（d）今後、既存建物の解体許可、建設許可、工事中

の超過騒音許可、使用開始前の排水許可などが必

要となる。

（2）現

地ステー

クホル

ダーへの

説明

（a） プロジェクトの内容および影響について、

情報公開を含めて現地ステークホルダーに適切な

説明を行い、理解を得ているか。

（b） 住民等からのコメントを、プロジェクト内

容に反映させたか。

（a）Y
（b）Y

（a）（b）本計画は周辺住民が参加したステークホル

ダー協議結果を反映したEIAライセンスの付帯条件に

従っている。このため、周辺住民からのコメントは反映

されていると理解できる。また、今後もステークホル

ダー協議を予定している。

（3）代

替案の検

討

（a） プロジェクト計画の複数の代替案は（検討

の際、環境・社会に係る項目も含めて）検討され

ているか。

（a）Y 初期設計は2006年のものがベースとなっており、本調

査の中で、EIAライセンスの条件を受け、前提条件の

見直しも含めて代替案の検討がなされた。

（1）大

気質

（a） 対象となるインフラ施設及び付帯設備等か

ら排出される大気汚染物質（硫黄酸化物

（SOx）、窒素酸化物（NOx）、媒じん等）は当

該国の排出基準、環境基準等と整合するか。大気

質に対する対策は取られるか。

（b） 宿泊施設等での電源・熱源は排出係数（二

酸化炭素、窒素酸化物、硫黄酸化物等）が小さい

燃料を採用しているか。

（a）Y
（b）Y

（a）計画施設は常時、汚染物質を排出する施

設・設備内容と仕様ではない。

（b）協力対象事業に宿泊施設は含まれない。厨

房ではガス、電気を主な熱源としており、チャ

コールと比べ燃焼効率が高く、排出係数は相対的

に低い。

（2）水

質

（a） インフラ施設及び付帯設備等からの排水ま

たは浸出水は当該国の排出基準、環境基準等と整

合するか。

（a）Y （a）施設からの排水は国の規準を満たすように

高度処理設備により処理される計画となってい

る。

（3）廃

棄物

（a） インフラ施設及び付帯設備からの廃棄物は

当該国の規定に従って適切に処理・処分される

か。

（a）Y （a）外部委託業者とごみ処理契約を結び場外にて適

切に処理する計画となっている。回収するまで間、適

切に保管されるよう計画する。

（4）土

壌汚染

（a） インフラ施設及び付帯設備からの排水、浸

出水等により、土壌・地下水を汚染しない対策が

なされるか。

（a）Y （a）実験室からの排水には薬品等が含まれるが、使

用量が微量であるため水で十分希釈した上で砂利を

詰めた滞留槽に導き、中和を促した後一般汚水排水

と合流する計画とする。ただし、金属イオンについて

はアルカリ処理等で沈殿させ、上澄み液を放流した

上で残渣は別の容器に保管し場外処理とする。

（5）騒

音・振動

（a） 騒音、振動は当該国の基準等と整合する

か。

（a）Y （a）発電気室及び排水処理プラントは防音設備を付

帯させる。また音響設備を使用する講堂の屋根と外

壁は防音仕様となっている。

（6）地

盤沈下

（a） 大量の地下水汲み上げを行う場合、地盤沈

下が生じる恐れがあるか。

（a）N （a）地下水の汲み上げは、不透水層の下、地下120-
310mの帯水層から行っているため、地盤沈下の可能

性は低い。また、市水の併用、再生水の活用、水量

のモニタリングなどにより利用者の意識を高め地下水

揚水量の低減を目指す。
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（7）悪

臭

（a） 悪臭源はあるか。悪臭防止の対策はとられ

るか。

（a）Y （a）厨房施設があるが、通常の清掃状況は良好

であり、生ゴミ処理も外部委託業者とごみ処理契

約を結び、適切に処理される。トイレは水洗式で

あり、汚水も高度処理され臭気は発生しない。

（1）保

護区

（a） サイトは当該国の法律・国際条約等に定め

られた保護区内に立地するか。プロジェクトが保

護区に影響を与えるか。

（a）N （a）計画地は野生保護区（Nairobi National
Park）に近いものの、区域外にある。また、動植

物への影響は少ない施設活動内容と考えられる。

（2）生

態系

（a） サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的

に重要な生息地（珊瑚礁、マングローブ湿地、干

潟等）を含むか。

（b） サイトは当該国の法律・国際条約等で保護

が必要とされる貴重種の生息地を含むか。

（c） 生態系への重大な影響が懸念される場合、

生態系への影響を減らす対策はなされるか。

（d） プロジェクトによる水利用（地表水、地下

水）が、河川等の水域環境に影響を及ぼすか。水

生生物等への影響を減らす対策はなされるか。

（a）N
（b）N
（c）N
（d）N

本計画はいずれにも該当しない。

（3）水

象

（a） プロジェクトによる水系の変化に伴い、地

表水・地下水の流れに悪影響を及ぼすか。

（a）N 建築案件であり、計画実施による水系の変化はな

い。

（4）地

形・地質

（a） プロジェクトにより、サイト及び周辺の地

形・地質構造が大規模に改変されるか。

（a）N 現状の地形を活かした施設計画、工事仮設計画で

ある。

（1）住

民移転

（a） プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移

転は生じるか。生じる場合は、移転による影響を

小限とする努力がなされるか。

（b） 移転する住民に対し、移転前に補償・生活

再建対策に関する適切な説明が行われるか。

（c） 住民移転のための調査がなされ、再取得価

格による補償、移転後の生活基盤の回復を含む移

転計画が立てられるか。

（d） 補償金の支払いは移転前に行われるか。

（e） 補償方針は文書で策定されているか。

（f） 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困

層､少数民族・先住民族等の社会的弱者に適切な

配慮がなされた計画か。

（g） 移転住民について移転前の合意は得られる

か。

（h） 住民移転を適切に実施するための体制は整

えられるか。十分な実施能力と予算措置が講じら

れるか。

（i） 移転による影響のモニタリングが計画され

るか。

（j） 苦情処理の仕組みが構築されているか。

（a）N
（b）N
（c）N
（d）N
（e）N
（f）N
（g）N
（h）N
（i）N
（j）N

既存施設への増築であり、住民移転は伴わない。

（2）生

活・生計

（a） プロジェクトによる住民の生活への悪影響

が生じるか。必要な場合は影響を緩和する配慮が

行われるか。

（a）N （a）計画実施による周辺住民の生活への影響緩

和は、既にEIAライセンスの条件に含まれており

計画内容にも反映されている。

（3）文

化遺産

（a） プロジェクトにより、考古学的、歴史的、

文化的、宗教的に貴重な遺産、史跡等を損なう恐

れはあるか。また、当該国の国内法上定められた

措置が考慮されるか。

（a）Y （a）植民地時代初期の入植地に位置しており、

このため住環境悪化について周辺住民からの懸念

が強いが、前項で記述したとおり、影響が 小限

となる計画内容となっている。
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（4）景

観

（a） 特に配慮すべき景観が存在する場合、それ

に対し悪影響を及ぼすか。影響がある場合には必

要な対策は取られるか。

（b） 大規模な宿泊施設や建築物の高層化によっ

て景観が損なわれる恐れがあるか。

（a）Y
（b）Y

（a）（b） 大2階建までに建物の高さを抑え、

豊富な既存樹木にとけ込む施設計画となってお

り、景観への影響は無い。

（5）少

数民族、

先住民族

（a） 少数民族、先住民族の文化、生活様式への

影響を軽減する配慮がなされているか。

（b） 少数民族、先住民族の土地及び資源に関す

る諸権利は尊重されるか。

（a）Y
（b）Y

該当無し

（6）労

働環境

（a） プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の

労働環境に関する法律が守られるか。

（b） 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害

物質の管理等、プロジェクト関係者へのハード面

での安全配慮が措置されるか。

（c） 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安

全教育（交通安全や公衆衛生を含む）の実施等、

プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計

画・実施されるか。

（d） プロジェクトに関係する警備要員が、プロ

ジェクト関係者・地域住民の安全を侵害すること

のないよう、適切な措置が講じられるか。

（a）Y
（b）Y
（c）Y
（d）Y

（a）（b）労働関連法規（Occupational Safty and
Health Act: OSHA等）を遵守するようEIAライセ

ンスで規定されており、本計画もこれを遵守す

る。

（C）安全に関する指導、また装備の徹底は一般

無償プロジェクトでは必須となっており、本計画

もこれに倣う。

（d）危険行為に及ばない限り、警備要員がプロ

ジェクト関係者や地域住民に危害を加えることは

考えにくい。また、当然そのように指導する。

（1）工

事中の影

響

（a） 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じ

ん、排ガス、廃棄物等）に対して緩和策が用意さ

れるか。

（b） 工事により自然環境（生態系）に悪影響を

及ぼすか。また、影響に対する緩和策が用意され

るか。

（c） 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。

また、影響に対する緩和策が用意されるか。

（a）Y
（b）N
（c）Y

（a）工事期間中の騒音については、作業時間の

制約（8:00-17:00）、主要な工事範囲を防音シー

トで囲む、また騒音が発生する工種については事

前に通知する、等の配慮をする。建機に関する排

ガスについては建機の整備と不要なアイドリング

をしないような指導などに努める。

（b）敷地内の既存樹木は可能な範囲で保存する

ため、影響の度合いは少ない。また、工事終了後

に補完的措置として苗木の植樹などを計画する。

（c）4-（2）で記述済み

（2）モ

ニタリン

グ

（a） 上記の環境項目のうち、影響が考えられる

項目に対して、事業者のモニタリングが計画・実

施されるか。

（b） 当該計画の項目、方法、頻度等はどのよう

に定められているか。

（c） 事業者のモニタリング体制（組織、人員、

機材、予算等とそれらの継続性）は確立される

か。

（d） 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻

度等は規定されているか。

（a）Y
（b）Y
（c）Y
（d）Y

上記項目も含めて、外部のコンサルタントに委託

し、方法や頻度などの詳細を含む環境管理計画

（EMP）が策定される予定である。EMPの実施

も外部委託が予定されており、予算措置も進めら

れている。NEMAへの報告もEMPの中で規定さ

れる。

他の環境

チェック

リストの

参照

（a） 必要な場合、道路、鉄道、橋梁に係る

チェックリストの該当チェック事項も追加して評

価すること（インフラ施設に関連して、アクセス

道路等が設置される場合等）。

（b）電話線敷設、鉄塔、海底ケーブル等につい

ては、必要に応じて、送変電・配電に係るチェッ

クリストの該当チェック事項も追加して評価する

こと。

（a）N
（b）N

該当無し

環境
チェック

リスト使

用上の注

意

（a） 必要な場合には、越境または地球規模の環

境問題への影響も確認する（廃棄物の越境処理、

酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る

要素が考えられる場合等）。

（a）N 該当無し
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6-2 モニタリングフォーム 

1. 許認可・住民説明 
モニタリング項目 報告期間中 

の状況 項目 提出先 審査期間 期限 期間・頻度 

住民説明会  ― ― 

EMP 策定時 
解体工事前 
本工事前 

工事中は四半期

毎 

 

工事サイトの登

録・許可 
NCC ― 

解体工事 
着手前 

12 ヵ月  

工事用仮設物の

建設・設置許可 
NCC ― 

解体工事 
着手前 

―  

解体許可 NEMA ― 解体工事着手前 3 ヵ月  

建設許可 NCC 40 日 本工事着工前 12 ヵ月  

着工届の提出 NCC 
30 時間前 
までに通知 

本工事着工前 ―  

定期検査の実施

状況 
NCC  本工事着工前 ―  

超過騒音許可 NEMA 2 日 
騒音を伴う工種

着手前 
7 日  

完了検査の実施

状況 
NCC  

施設供用 
開始前 

―  

排水排出許可 NEMA 21 日 
施設供用 
開始前 

12 ヵ月  

環境監査の実施

状況の確認 
 45 日 

着工後 
1 年以内 

―  

NCC=ナイロビ市役所 

NEMA=環境庁 

2. 汚染対策 

-水質汚濁 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

排水処理プラント・腐敗槽のメンテナンス計画、同定期保守

契約 
  

処理水の水質（次表）   

（排水の水質） 

項目（*1） 測定値 現地基準（単位） 
参照した国際的基準

（単位）WB（*2） 
備考： 

大腸菌   30/100ml 400/100ml 
1. 測定場所：着工前

は既存浄化槽の 終

桝から、また完工後は

新設排水処理プラント

終桝から取水する。

BOD5   30（mg/L） 30（mg/L） 

pH   6.5-8.5 6.0-9.0 

水温   ±3 N/A 

色   15 N/A 
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浮遊物質   30（mg/L） 50（mg/L） 
2. 頻度：四半期毎

（NEMA に要確認） 

3.期間： 着工から完

工後 1 年後 

4. 方法：NEMA 公認

試験機関における検

査 

全燐   2（mg/L） 2（mg/L） 

全窒素   200（mg/L） 10（mg/L） 

アンモニア態窒素   
100（mg/L）（*3） 

100（mg/L） 
（同左） 有機窒素   

界面活性剤   Nil N/A 

炭化水素／鉱油   Nil 10mg 

出典 

* 1: “Approva1 conditions for efｆluent discharge license， Institution STP _01”NEMAにより本計画施設（教育施設からの排水

には、上記の項目に対して基準値が示された。 

*2: Environmental，Health，and Safety （EHS） Guidelines，General EHS Guidelines Environmental Wastewater and Ambient 

water quality" p30，lnternational Finance Corporation，Worldbank Group，（2007） 

*3: （0.4xアンモニア態窒素）+硝酸態窒素+亜硝酸態窒素） 

-廃棄物 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

（事業者（CEMASTEA）が作成する）廃棄物管理計画の内

容と実施状況 
  

収集廃棄物の保管状態、適切な保管施設・コンテナーが設

置されているか ? また分別は適切か ? 
 

敷地内で不法な埋設、焼却処理されていないか？   

3 自然環境 

-水象（使用水量の管理） 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

週ごとの、水源ごとの給水量、利用者数の記録（次表）   

雨水利用、再生水利用の状況   

 

月日 

井戸水 市水 給水車 
前週の

消費量

合計

前週の

利用者

数 

単位水

使用量

 
備考 

測定値 
 

前週の 
消費  

（*１） 

測定値 
 

前週の 
消費  

（*１） 

給水

回数

給水量

 

（L） （L） （L） （L） （回） （L） （L） （人） （L/日）

[a] [b] [c] [d] [e] 
[ｆ]＝
[e]* 

10,000

[g]＝
[b]＋

[d]＋[f]
[h] 

[i]=[g]/
[h]/7

                    
1. 測定場所：既存揚水メー

ター 

2. 頻度：毎週月曜日 

3.期間： 着工から完工後 1
年後 

4. 方法：既存揚水メーター

読み取り 
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注記 

*1:前週の測定値との差 

4. 社会環境 

-景観 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

地域の品位に適った水準の植栽（landscape）がされていいる

か ? 
  

-労働環境 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

（工事業者が作成する）安全管理計画（Comprehensive 
Safety Action Plan）の内容と実施状況 

  

安全装具（PPE）の支給状況   

危険物取り扱いが適切に行われているか ?  

健康安全環境（HSE）体制、点検記録など   

仮設トイレの設置   

事故・対応の記録、集計データ   

5. その他 

-工事中の影響 
モニタリング項目 報告期間中の状況 

工事中の防音対策（防音シートによる仮囲い、作業時間）が

実施されているか ? 
  

工事中の防塵対策（防塵シートによる仮囲い、散水）が実施

されているか ? 
  

（工事業者が作成する）廃棄物管理計画の内容と実施状況   

工事中の雨水対策、侵食防止策は取られているか?   

建材の搬入は定められた時間（off-peak time）に行われてい

るか ? 
  

工事作業員による地域品位の低下が無いか ?（キオスクの乱

立、通勤する作業員による） 
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